
平成30年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について
③取組に
おける課

題
(Check)

子どもが多く利用する施設等のモニタ
リングを定期的に実施し、放射線量を
監視する必要がある。

④課題に対
する今後

(H31～)の
改善計画
(Action)

子どもが多く利用する施設等のモニタ
リングを継続的に行い、市ホームペー
ジ等で公表し、市民の不安の解消に努
める。

①H30当
初の改善

計画
(Plan)

②H30に
実施した
取組(Do)

子どもが多く利用する施設等の効果的
なモニタリングが継続的に行えるよう
創意工夫していく。

子どもが多く利用する施設等につい
て、定期的にモニタリングを行った。

Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

個別評価 Ｂ　市が担うととも
に、市民協働を進める
べき

有効性

市関与の必要性

Ｃ　必要性は低下する
と考えられる

10,303,000 11,869,000 8,367,000

1.00 1.00

必要性

平成29年度

5,515,000

3,804,587

15,818,000 18,414,587 13,561,771

平成28年度

3.00 1.00

今後の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

1,061,348

387 393 施設

33 →→

平成30年度

2.00

6,545,587

1.00

5,194,771

目的に対する現状（客観的事実・データに
基づく現在の状況や取組状況）

保育園・幼稚園・小中学校などの子供
が多く利用する施設の除染が終了した
ことから、定期的なモニタリングを行
い、引き続き空間放射線量の推移を監
視している。また、東京電力ホール
ディングス（株）に対し、損害賠償請
求を行うとともに、支払いがなされな
い費用について原子力損害賠償紛争解
決センターにあっせんの申し立てを
し、和解の手続きを行った。

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

人役・嘱託(人)

④

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

事業名

政　策
施　策

02

→→

77 92 件

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

　平成２４年度までに子供が多く利用する除染作業が完了した施設等のモニタリングを定期的
かつ継続的に行い放射線量の把握に努める。
　また、東京電力ホールディングス（株）に対し、損害賠償請求を行うとともに、支払いがな
されない費用について、原子力損害賠償紛争解決センターにあっせんの申し立てをするなど財
源確保に努める。
　除染した子どもが多く利用する施設などの放射線量の定期的なモニタリングを行い、空間放
射線量の把握に努めている。
　また、東京電力ホールディングス（株）に対し、損害賠償請求を行うとともに、支払いがな
されない費用について、平成31年2月1日に原子力損害賠償紛争解決センターに第2回目のあっせ
んの申し立てをしており、和解に向けて手続きを進めた。

市民の放射能への不安解消に努める。

主管課長 大島　尚文豊かで美しい生活環境の創造

名　　称 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2-1

主管課 環境政策課

会計 小事大事

01

目項

04 01 05 01 53

4,135,763

③

対象

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

市内公共施設及び市民 意図
事業
目的

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

⑤

⑥

指標

①

②
放射線量測定器の貸出件
数

放射線量測定施設数 382

放射能対策事業

２節　生活の豊かさを実感できる流山（生活環境の整備）


